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――家族給付の観点から――
は じ め に
　少子化傾向が続くわが国では，出生率向上に一定の成果を挙げてきたフランスの子育て支援策
に関心が示されている．とりわけ，フランスの家族給付については，歴史や制度に関する研究が
一定程度行われてきた₁）．しかしながら，家族給付に関する理論研究は遅々として進んでいないよ
うに思われる．
　こうした問題意識から，小論では，フランス「社会保障の父」と称されるピエール・ラロック
（Pierre LAROQUE）は家族給付をどのように捉えていたか，その概要を論じることを課題に設定す
る．まずは，P. ラロックの社会保障理論（以下，ラロック理論）に関する先行研究を確認した上で，
次に，ラロック理論における家族給付の理解について補足的に検討を進める．
₁ ．わが国におけるラロック理論研究の到達点
　法案や政令案などの準備のために政府にたいして助言を行う参事院（Conseil dʼÉtat）に勤務し
始めた頃，若き P. ラロックは聴取官（auditeur）として，早くも₁₉₃₀年社会保険法の施行に関
わっていた．パリ解放後，臨時政府労働大臣アレグザンドル・パロディ（Alexandre PARODI）の要
請に基づき，P. ラロックは，フランス社会保障計画の作成に着手する．₁₉₄₄年から₁₉₅₁年まで社
会保障総務長官を務めた彼は，現行制度の礎を築くこととなる社会保障関連オルドナンスの立案・
　は じ め に
₁ ．わが国におけるラロック理論研究の到達点
₂ ．ラロック理論における家族給付の検討
　むすびに代えて
宮　 本 　　悟
ラロック社会保障理論の補足的検討
₁ ）　例えば，フランス家族給付の歴史については宮本悟（₂₀₁₇）を，同制度については神尾真知子（₂₀₀₇）
を参照．
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施行において中心的役割を果たした．₁₉₅₁年には評定官（conseiller dʼÉtat）として参事院に戻り，
キャリアを重ね，₁₉₆₄年から₁₉₈₀年にかけて社会局長（la présidence de la section sociale）を務め
た．P. ラロックが活躍したのは国家行政の場にとどまらず，社会で様々な重責を果たした．具体
的には，₁₉₅₃年から₁₉₆₇年にかけて社会保障全国金庫の理事長に ₂ 度就任し，₁₉₆₀年には高齢者
問題研究委員会（la commission dʼétude des problèmes de la vieillesse）の委員長に任命され，₁₉₆₂
年にはその立場で高齢者問題対策に関する『ラロック報告（Rapport LAROQUE）』を取りまとめた．
また P. ラロックは，₁₉₄₆年から₁₉₇₀年までパリ政治学院（Institut dʼÉtudes Politiques de Paris; 
IEP de Paris）にて，₁₉₄₆年から₁₉₅₀年まで国立行政学院（École Nationale dʼAdministration）に
て教鞭を執り，名門高等教育機関における教育活動にも従事した₂）．
　行政官・教育者として活躍した P. ラロックは，研究者としても功績を挙げ，社会政策関連の業
績を多数残した．わが国でもとりわけ社会保障に関する P. ラロックの著書・論文は考察の対象と
され，ラロック理論として分析・整理されている．例えば，平田隆夫氏や上村政彦氏はラロック
理論の紹介・解説を試みており，また工藤恒夫氏は同理論の本格的な分析を行っている．本章で
は，こうした先行研究によるラロック理論分析の主要な成果を大づかみで捉えることで，わが国
における同理論研究に関する現在の到達点を確認したい₃）．
1 − 1 　ラロック理論における社会保障政策
　P. ラロックは，「産業革命以降の近代社会における最大の社会問題は階級問題」と捉える．すな
わち，「産業革命によってひき起こされた一連の経済的諸変化は，『本質的には経済要因にもとづ
く』新たな社会的差別をつくり出すことによって，新たな階級問題を発生させるにいたった」の
である．一方の階級は，「それまで（産業革命以前においては―引用者）『社会的不安の個人的要素』
をカバーしてきた職人的・農村的な伝統経済のもつ『家族的連帯』の機能を破壊」され，「工業都
市地域を中心に，『明日への不安』（incertitude du lendemain）の恒常的な脅威にさらされた」賃
金労働者階級であり，他方は，ブルジョアジーや土地を所有する農業者のように「全面的にでは
ないにしても相対的に大きな保障
4 4 4 4 4 4 4 4 4
を享受しており，その意味で保障の特権
4 4 4 4 4
（privilège de la 
sécurité）をもつ」「中間階級を含む他の社会層」とされる₄）．賃金労働者階級は「保障水準の社会
4 4 4 4 4 4 4
的平等化
4 4 4 4
」を求めて階級運動を展開することになるが，これこそが社会保障の必要を生みだした
ものである，と理解される．
₂ ）　Conseil dʼÉtat （http://www.conseil-etat.fr/Conseil-d-Etat/Histoire-Patrimoine/Histoire-d-une- 
institution/Ses-grandes-figures/Pierre-Laroque; le ₁₇ juin ₂₀₁₈）.
₃ ）　平田隆夫（₁₉₅₈），上村政彦（₁₉₆₃），工藤恒夫（₁₉₈₄）．なお，本章の考察は主に工藤恒夫（₁₉₈₄）第
Ⅰ章に依拠する．また，ラロック理論に対する工藤氏の評価については，同書第Ⅱ章を参照されたい．
₄ ）　工藤恒夫（₁₉₈₄）₁₄−₁₅ページ．
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　こうした歴史的背景の下で形成される社会保障の政策目的について，P. ラロックは，「『保障』
面における社会的不平等を是正・緩和すること」である，と論じる．さらに，この政策目的の先
に見据える究極目標については，「階級対立のない調和的な新しい社会秩序―『無階級社会』
（société sans classe）―を実現すること」，との認識を示すのであった₅）．
　政策目的・究極目標を資本制社会における階級問題との関わりで捉える P. ラロックは，社会保
障の概念を，「労働者大衆にたいする『生活不安の抑制・緩和』策」，「労働者大衆のあいだに『相
4
対的保障感をつくり出す
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
』政策」と理解する．その上で，生存手段の保証は「労働者大衆をその
『不安』から解放するための不可欠な第一条件」としつつも，「それだけでは，彼ら（労働者大衆―
引用者）にたいし，真の保障感（sentiment de sécurité）を与えることはできない」との見解が示
される．P. ラロックは，社会保障を，「『不安』一般にたいする『社会的
4
保障』」と捉えた上で，
「『所得保証
4 4
』に限定しない」との立場を明らかにしている₆）．かくして，P. ラロックは，社会保障
の概念を所得保障の枠内に閉じ込めて児童手当・医療保障・完全雇用をその前提条件と位置づけ
る『べヴァリッジ報告』流の捉え方とは異なり，雇用の保障・収入の保障・労働能力の保障の ₃
要素を，社会保障の相互不可分な構成要素としたのであった₇）．
　P. ラロックが唱える雇用の保障とは，①賃金労働者のみならず独立勤労者も含めたすべての労
働能力者にたいして報酬活動への従事を保障すること，②職業紹介・職業補導・職業訓練などに
より「労働の需要・供給を調整する」こと，③「採用・解雇時における雇主の専断から」賃金労
働者を保護すること，などを意味する₈）．
　収入の保障には，労働者にたいして「当事者の必要に適した見苦しくない生活諸条件を確保で
きるだけの資力を与える」賃金政策を含む．さらに，「労働者の個人的な『必要』はその家族の
『必要』から切り離すことができない」との理由から，家族給付（prestations familiales）の問題も
これに含まれる，と P. ラロックは考える₉）．
　労働能力の保障とは，「肉体的労働能力の全部的・部分的喪失をまねくようなあらゆる危険から」
労働者を保護することであり，「保健，安全衛生を含む包括的な医療政策の全分野」がこの労働能
₅ ）　工藤恒夫（₁₉₈₄）₁₇ページ．
₆ ）　工藤恒夫（₁₉₈₄）₁₉−₂₀ページ．
₇ ）　工藤恒夫氏は，意図的にラロックの要約には従わず，「代替所得分配」を加えた ₄ つの要素に整理して
いる（工藤恒夫（₁₉₈₄）₃₅ページ注₁₀を参照）．他方，平田隆夫氏はラロックの意向を尊重して ₃ つの要
素を示しており（平田隆夫（₁₉₅₈）₁₁₂−₁₁₃ページ），小論もこれに従っている．
₈ ）　工藤恒夫（₁₉₈₄）₂₀−₂₁ページ．
₉ ）　ラロック理論における家族手当の位置づけについて，平田隆夫氏は次のようにまとめている．すなわ
ち，ラロックが「意味するような社会保障」には「所得の保障」が含まれている．労働者に与えられる
「賃金の決定にあたっては，生産性とか仕事の価値のみならず，個人的な必要，最低生活水準等の諸要素
が考慮されなければいけないし，これに関連して家族手当が問題になるが，これらを含めた賃金政策が，
社会保障の一分野を形成する」（平田隆夫（₁₉₅₈）₁₁₂ページ）．
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力の保障に含まれる，とされる₁₀）．
1 − 2 　ラロック理論における社会保障制度
　ラロック理論では，社会保障の政策面の考察のみならず，制度面についても体系的な主張が展
開されている．
　P. ラロックは，「社会保障を具体的に組織するための基礎原理として国民的連帯（solidarité 
nationale）の理念」を掲げており，「社会保障の基礎の ₁ つは，共同体（collectivité）がそのメン
バーの福祉にも責任をもつという観念」であると訴える．その上で，社会保障の組織化・制度化
に関する基本原則として，①一般化の原則，②統一性の原則，③社会民主主義の原則，の ₃ つを
挙げている₁₁）．
　一般化の原則とは，社会保障制度により「すべての国民を，生活上のあらゆる不安要因（社会的
リスク）から保護する」との原則であり，そこには政策対象と政策課題の一般化という二重の意味
合いが込められている．この原則が必要なのは，「ますます多くの人々が『不安の危険から免れよ
うとしてもそれができない』という，『経済事情の変化がもたらした新たな事態』」に対応するた
めであり，また「社会保障そのものが，『不安要因の前ではすべての人々が連帯で責任を負う』と
いう，『国民的連帯を想定するものである』」から，とされる．
　統一性の原則とは，「社会保障的機能をもつすべての諸制度を『単一の組織』に統合する」との
原則である．この原則は，一般化された社会保障制度が，「保障の社会的平等性」・「国民所得部分
の合理的な再分配」・「行政上の簡素化」・「管理面の経済性」などを実現するためには不可欠，と P. 
ラロックは考える．とりわけ，「統一性の原則は一般化の原則と不可分離のものであり，その意味
において，『統一』による『一般化』は，社会保障の基礎原理たる『国民的連帯』を効果的に形成
するための不可分な『技術的』要件」，とみなされている．
　社会民主主義の原則とは，「社会保障の組織＝制度の管理を当事者（intéressés），もしくは受益
者自身の代表にゆだね，制度の民主的管理（gestion démocratique）機構を確保する」との原則で
ある．この原則を特に重視する P. ラロックによれば，国民的連帯を形成するためには「各個人が
それらの社会的事業の管理へ実際に参加し，それらの社会的活動が『当事者の仕事（œuvre）』で
ある，と自覚する」ことが重要である，とされる₁₂）．
　これまで検討してきたように，わが国における先行研究では，ラロック理論について概括的な
検討・分析が行われてきた．しかしながら，われわれが関心を持つ家族給付への言及は限られて
おり，せいぜい P. ラロックが社会保障の構成要素を論じる際に収入の保障との関連で家族給付に
₁₀）　工藤恒夫（₁₉₈₄）₂₀−₂₁ページ．
₁₁）　工藤恒夫（₁₉₈₄）₂₃−₂₄ページ．
₁₂）　工藤恒夫（₁₉₈₄）₂₄−₂₈ページ．
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言及しているに過ぎない．次章では，先行研究を補足するべく，パリ政治学院での P. ラロックの
講義録を紐解くことで，家族給付に関する彼の所見を検討していきたい．
₂ ．ラロック理論における家族給付の検討
　P. ラロックは，先述のとおり，S
ス ィ ア ン ス
ciences P
ポ
o の通称で広く知られる名門高等教育機関のパリ政治
学院にて₁₉₄₆年から約四半世紀にわたって講義を担当した．その際の講義録 « Les grands problèmes 
sociaux contemporains » には，社会保障を含む現代社会問題に関する P. ラロックの所論が収めら
れている．本章では，基本的に毎年改訂された講義録のうち最後に公刊された文献（LAROQUE, 
Pierre （₁₉₇₀））を活用して，ラロック理論における家族給付の理解について検討を進める．
2 − 1 　家族の扶養負担への対応
　資本制社会の生活原則は自助＝自己責任であるが，P. ラロックによれば，家族の扶養負担を社
会的に埋め合わせようとの考えが確認されるようになるのは，₁₉世紀末になってからのことであ
る．すなわち，賃金を算定する際に労働者側が抱える生活ニーズの要素（facteur besoins des 
salariés）をも，つまり賃金算定に家族的要素（facteur familial）をも含めようとの考えが見られ
るようになったのである．具体的には，家族の扶養負担に応じて労働者側に支払う賃金を増額す
る対応により，家族の扶養負担を部分的に埋め合わせる事例が広まっていった，とされる．
　彼のこうした指摘は自国に限定したものではないが，実際にフランスでは，₁₈₆₀年₁₂月₂₆日付
の皇帝通達（circulaire impérialie）により海兵隊員等にたいして児童の扶養負担を補うべく家族手
当₁₃）が支給される措置が導入され，₁₉世紀末からは官民両部門において家族手当支給の慣行が広
まっていった₁₄）．
　P. ラロックの分析するところによれば，家族の扶養負担を埋め合わせるべく家族手当を支給す
る慣行が広まった背景として，扶養児童の有無・扶養児童数の多寡により労働者の生活水準に不
均衡が生じてしまい，それに伴う不平等感が労働者の間に認識されるようになった．彼は，「こう
した不平等は，子供のいる人々が社会共同体に貢献しているだけに，いっそう著しくなる．〔社会
共同体への〕貢献が大きくなればなるほど生活水準が低くなるのは，矛盾している」と考える₁₅）．
₁₃）　小論における「家族手当」は，わが国における「児童手当」に相当するものである．但し，フランス
家族手当法が制定される₁₉₃₂年以前の時期については，当然のことながら，そのような社会手当は存在
していない．この時期における「家族手当」については，官民両部門の労働者を対象に，家族の扶養負
担を軽減・緩和するために賃金の一環として支給されていた手当を意味する．
₁₄）　宮本悟（₂₀₁₇）₁₂−₁₃ページ．
₁₅）　LAROQUE, Pierre （₁₉₇₀） p. ₃₂₅.
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　もっとも，P. ラロックの考えでは，所得平等的要素や出生奨励的要素など様々な要素の介入具
合いによって，家族扶養負担の埋め合わせにたいする対応は国によって大きく異なる，とされる．
例えば，子どもを適切に養育できるくらい平均所得の水準が高い国では，家族給付にたいする国
民的ニーズは限られている．子供を産み育てることについては，各人の自由意思に委ねられてお
り，そのため，子どもの扶養負担を親が引き受けるのは当人が望んでいるから，とされる．他方，
個人所得が比較的低い国々や，家族の扶養負担を原因とする所得不平等に敏感な国々では，家族
給付は重要な役割を担っている，との認識を示す．こうした国々では，出生奨励的要素（facteur 
nataliste）が機能する際，家族給付を重視する立場はさらに拡大していく，と P. ラロックは主張
するのであった₁₆）．
2 − 2 　家族給付の初期的形態
　今日の家族給付は，社会保障の構成要素ないし前提条件の ₁ つと位置づけられている．P. ラロッ
クは，その歴史的展開において確認された初期的形態は国によって異なっていたとの説明をした
上で，大きく ₃ つの類型に整理している．
　第 ₁ の形態は，家族の扶養負担を補う上乗せ賃金（sursalaire familial）であり，これは特にフラ
ンスやベルギーで見られた事例であった．
　例えばフランスでは，₁₉世紀末から官民両部門で家族的要素を賃金決定に導入したものであり，
とりわけ民間企業における家族手当は雇主のイニシアチヴに基づいて支給されるようになった，
と P. ラロックは捉えている．もっとも，自社の賃金労働者に家族手当支給を容認した雇主たち
は，人件費負担の増大により，その支給を実施していない競合他社との関係で不利な立場に置か
れるようになった．こうした事態は，特に第一次世界大戦期に物価高騰対策として実施されてい
た賃金凍結を補うべく家族手当支給の慣行が広範に拡張していくと，これを採用する雇主たちの
中では家族手当補償金庫を創設する動きも見られるようになった．すなわち，家族手当支給の人
件費負担を同一職域ないし同一地域のすべての雇主の間で分担する補償金庫システムが，各地で
創設されていったのであった．もっとも，初期の家族手当補償金庫への加入は各雇主の任意とさ
れていたため，競合他社との競争条件の整備は不徹底となっていた．こうした時代的背景の下，
フランスにおいては₁₉₃₂年，ベルギーでは₁₉₃₀年に，国家的強制力をもつ家族手当法が制定され
たのは「雇主側の要求によるものであった」，と P. ラロックは解釈している₁₇）．
₁₆）　LAROQUE, Pierre （₁₉₇₀） p. ₃₂₆.
₁₇）　LAROQUE, Pierre （₁₉₇₀） p. ₃₂₇.　なお，₁₉₃₂年フランス家族手当法が成立した背景として，「雇主の要
求」のみを指摘するラロックの解釈は，一面的である．家族手当補償金庫への加入を各企業に強制化す
る同法の成立には，雇主・労働者・国家のそれぞれの立場からの意向が働いたものと理解できる．詳細
については，宮本悟（₂₀₁₇）₃₀−₃₁ページを参照．
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　第 ₂ の初期的形態は，国庫負担によって財源を調達する扶助（assistance）であり，これは
ニュージーランドやオーストラリアで見られた事例であった．具体的には，ある一定の上限に満
たない所得の家族にたいして家族給付を支給したものであった，とされる．
　第 ₃ の初期的形態は，加入者の拠出金によって財源を確保する世帯収入保険（assurance du 
revenue familial）であった．この形態には，①労使の拠出金によって財源調達がなされる家族給
付，②当初は支給対象を賃金労働者に限定し後に非賃金労働者にまで拡充する家族給付，の ₂ 種
類があるとされる．②については，独立勤労者・商人・工場主・自由業者などが，同様の条件で
職業活動に従事している人々全体の間で子供の扶養負担を分担することを保障する拠出金を支払
うもの，とされる₁₈）．
　P. ラロックによれば，以上 ₃ つの初期形態から始まる家族給付制度は，次第に「全人口に一般
化される傾向」があった₁₉）．すなわち家族給付は，子どもの扶養負担のある全家族を対象に，国民
経済全体（ensemble de lʼéconomie du pays）から財源を調達し，国民所得の再分配を行うものとし
て制度化される傾向があった．こうして，家族給付は社会保障計画の一要素になった，とされ
る₂₀）．
2 − 3 　社会保障制度下の家族給付の財源
　第二次世界大戦後に各国で社会保障制度が整備されていく中，家族給付はその構成要素ないし
前提条件と位置づけられた．家族給付は，各国で異なる形態にて管理・運営されている．例えば，
財源調達方式についても，それぞれの国で対応方法は異なる．
　P. ラロックの考察によれば，イギリスや西ドイツ（当時）をはじめとする多くの国の家族給付
は，全額国庫負担にて財源が賄われている．他方，フランスやベルギーのように，拠出制によっ
て家族給付の財源を調達している国もあり，具体的には，①独立勤労者たちが自ら拠出する場合，
②賃金労働者向けの家族給付について雇主が拠出する場合，の ₂ 通りが例示されている．
　先述のとおり，フランス家族給付の初期的形態は家族の扶養負担を補う上乗せ賃金であった．
それが，₁₉₃₂年家族手当法を経て，第二次世界大戦後に社会保障制度の枠組みの中に統合されて
いった．この段階における家族給付について，P. ラロックは，「純粋な所得の再分配が存在する時
期以降，賃金の概念から遠ざかっている．もはや家族給付と賃金の間に必然的な関係はない」，と
捉えている₂₁）．
₁₈）　LAROQUE, Pierre （₁₉₇₀） p. ₃₂₇.
₁₉）　LAROQUE, Pierre （₁₉₇₀） p. ₃₂₈.
₂₀）　LAROQUE, Pierre （₁₉₇₀） p. ₃₂₈.
₂₁）　LAROQUE, Pierre （₁₉₇₀） p. ₃₂₉.
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むすびに代えて
　わが国におけるラロック理論の研究は，これまであまり取り組まれてこなかったが，工藤恒夫
氏の論考は P. ラロックの所論を丁寧に分析している．これまで検討してきたように，そこでは，
社会保障の政策目的（社会的不平等の是正・緩和）や究極目標（「無階級社会」の実現）など，政策
論的分析が緻密に展開されている．その一方で，家族給付については，社会保障を構成する ₃ 要
素の ₁ つに位置づけられる「収入の保障」との関連で言及されるにとどまっている．そこで，小
論では，家族給付に関する P. ラロックの所見を考察することで，先行研究の補足を試みた．
　P. ラロック自身は，家族給付を，医療保険・年金保険・労災保険などとともに社会保障を構成
する一制度と位置づけ，児童手当を社会保障の前提条件の ₁ つと捉えたべヴァリッジ報告とは異
なる見地に立つ．フランスで家族の扶養負担を埋め合わせる慣行は，₁₉世紀末から広まったとの
認識を示し，この初期的段階における賃金と家族給付（とりわけ家族手当）との関係を強調してい
る．さらに，家族の扶養負担を補償する実践的な対応は，家族賃金の保障への不安や，扶養家族
数によって生じる実質的生活水準格差への不公平感など，労働者側の異なる懸念を背景にして歴
史的に積み重ねられてきたとの認識を示している．
　各国における家族給付の初期的形態は，こうした①家族の扶養負担を補う上乗せ賃金の他に，
②国庫負担によって財源を調達する扶助，③加入者の拠出金によって財源を確保する世帯収入保
険，などがあったとされる． ₃ つの初期形態から始まる家族給付は，第二次世界大戦後に社会保
障を構成する一要素となった，とされる．この段階に至ると「もはや家族給付と賃金の間に必然
的な関係はない」，と P. ラロックは捉えるのであった．
　ここでは，家族給付に関する P. ラロックの所見に関連して若干の指摘を行うことで，むすびに
代えたい．
　まず，P. ラロックの所見にたいする評価的指摘である．彼はフランス家族手当の初期的形態に
ついて論じる中で，民間企業における家族手当は雇主のイニシアチヴに基づいて支給されるよう
になったと捉えているが，この点は首肯しがたい．別稿で検討したように₂₂），当時活発に展開され
た労働側の賃金引上げ要求・運動が家族手当の導入を引き出した歴史的事実を看過してはならな
いであろう．
　次に，P. ラロックの所見における重要な指摘である．彼は，各国で見られる社会保障制度下の
家族給付財源として，①全額国庫負担，②独立勤労者の拠出，③雇主拠出，などを挙げている．
とりわけ拠出制を採る②③について P. ラロックは，「家族給付は拠出金によって財源調達されて
₂₂）　宮本悟（₂₀₁₇）第Ⅰ章を参照．
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おり，すなわち関係者自身の拠出―これは一般に独立勤労者の事例しかない―や，あるいは
受給者の雇主の拠出―これは最も頻繁に見られる事例であり，とりわけフランスやベルギーに
おいて見られる―によっている」，と述べている．ここで注目したいのは，「関係者自身の拠出」
＝受給予定者自身の拠出は「一般に独立勤労者の事例しかない」，と言明している点である．換言
するならば，受給予定者の拠出を求める家族給付制度は一般に独立勤労者向けのものに限られて
おり賃金労働者向けの場合には認められない，との主張を P. ラロックは展開している．賃金労働
者に拠出を求めるような家族給付制度は，一般的ではないのである．
※本稿は，JSPS 科研費 JP₁₇K₀₄₂₄₉の助成を受けて進められた研究成果の一部である．
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